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     長野県(企画振興部)プレスリリース 令和７年(2025 年)２月 28 日 

 

 

 

 
 

〈主な動き（事業所規模５人以上）〉  

○ 一人平均きまって支給する給与は調査産業計で 259,359 円、前年比は 1.5％増となり、３年連続で前年を

上回りました。うち一般労働者は 2.1％増、パートタイム労働者は 3.9％増となりました。 

○ 一人平均所定外労働時間の前年比は 12.7％減となり、４年ぶりに前年を下回りました。 

うち一般労働者は 12.0％減、パートタイム労働者は 12.5％減となりました。 

○ 常用労働者数の前年比は 2.0％増となり、５年連続で前年を上回りました。 

    うち一般労働者は 1.8％増、パートタイム労働者は 2.1％増となりました。 

 

〈参考 事業所規模 30 人以上〉 

○ 一人平均きまって支給する給与は調査産業計で 282,190 円、前年比は 1.5％増となり、３年連続で前年

を上回りました。うち一般労働者は 3.2％増、パートタイム労働者は 1.1％増となりました。 

○ 一人平均所定外労働時間の前年比は、8.4％減となり、２年連続で前年を下回りました。 

うち一般労働者は 5.8％減、パートタイム労働者は 20.6％減となりました。 

○ 常用労働者数の前年比は、0.4％増となり、２年連続で前年を上回りました。 

うち一般労働者は 1.7％減、パートタイム労働者は 7.0％増となりました。 

 

ダウンロード用ファイル及び過去の調査結果については「統計ステーションながの」に掲載しています。 

アドレス https://tokei.pref.nagano.lg.jp/ 
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毎月勤労統計調査地方調査 

令和６年（2024 年）分結果をお知らせします 

（問合せ先） 

担   当  総合政策課統計室統計第二係 

出口、和田、守屋 

電   話  026-235-7073(直通) 

026-232-0111(代表)  内線 5113 

電子ﾒｰﾙ  tokei@pref.nagano.lg.jp 
⻑野県は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。 
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　きまって支給する 特別に支

　給　与 所 定 内 所 定 外 払われた

指数 前年比 指数 前年比 給   与 指数 前年比 給　　与 給   与

(事業所規模５人以上) 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

調 査 産 業 計 316,956 106.4 2.0 259,359 105.1 1.5 243,341 105.0 2.6 16,018 57,597

建 設 業 423,912 112.3 △3.4 346,175 111.7 △0.1 327,949 113.3 2.3 18,226 77,737

製 造 業 373,415 107.3 3.0 291,922 103.0 2.0 270,140 103.0 2.5 21,782 81,493

情 報 通 信 業 439,551 96.0 5.0 350,887 99.0 3.6 317,848 100.1 3.2 33,039 88,664

運 輸 業 , 郵 便 業 285,358 99.8 △17.2 255,368 106.3 △13.6 224,182 105.9 △13.6 31,186 29,990

卸 売 業 ， 小 売 業 253,415 106.4 8.1 215,633 105.7 6.2 204,555 105.0 6.9 11,078 37,782

医 療 ， 福 祉 322,625 103.9 4.1 269,436 106.1 4.4 253,820 105.7 3.6 15,616 53,189

(事業所規模30人以上 ) 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

調 査 産 業 計 350,573 104.6 1.2 282,190 103.5 1.5 262,417 103.7 2.8 19,773 68,383

建 設 業 470,981 107.8 △1.8 365,922 108.5 △1.5 343,315 110.0 1.6 22,607 105,059

製 造 業 399,437 105.1 2.6 307,215 101.0 2.1 282,276 101.1 2.5 24,939 92,222

情 報 通 信 業 453,129 85.4 △2.7 362,965 91.0 △0.3 335,852 94.7 0.4 27,113 90,164

運 輸 業 , 郵 便 業 285,481 101.6 △17.3 256,263 106.0 △9.9 223,312 108.3 △7.8 32,951 29,218

卸 売 業 ， 小 売 業 239,413 110.2 3.3 205,961 109.5 3.8 194,624 107.1 4.8 11,337 33,452

医 療 ， 福 祉 363,041 101.6 2.4 301,582 104.4 3.9 281,713 104.3 2.5 19,869 61,459

表１　常用労働者の一人平均月間現金給与額

産      業
現金給与総額

注）前年比は、指数比較による対前年同月増減率であり、実数から計算したものとは必ずしも一致しない。

　　指数 、前年比及びパートタイム労働者比率の前年差は、事業所の抽出替えに伴い改訂されることがある。(以下同じ）
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参考１  就業形態別集計結果

(事業所規模５人以上)

　きまって支給する 特別に支

  給   与 所 定 内 所 定 外 払われた

前年比 前年比 給  与 前年比 給  与 給   与 前年比

一 般 労 働 者 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

調 査 産 業 計 407,132 2.6 326,174 2.1 304,502 3.3 21,672 80,958

建 設 業 439,619 △ 3.4 357,942 0.1 338,854 2.5 19,088 81,677

製 造 業 407,590 3.2 315,809 2.3 291,565 2.8 24,244 91,781

情 報 通 信 業 478,294 5.5 379,053 4.0 342,100 3.5 36,953 99,241

運 輸 業 , 郵 便 業 346,553 △13.1 306,112 △10.0 264,902 △ 10.6 41,210 40,441

卸 売 業 ， 小 売 業 391,998 11.1 318,506 8.8 299,060 9.9 19,446 73,492

医 療 ， 福 祉 401,474 2.5 329,480 2.8 308,922 1.9 20,558 71,994

パートタイム労働者 円 % 円 % 円 % 円 円 円 ％

調 査 産 業 計 112,518 4.2 107,883 3.9 104,684 4.1 3,199 4,635 1,205 3.0

建 設 業 142,044 △ 6.5 135,009 △ 5.4 132,264 △2.5 2,745 7,035 1,236 △4.6

製 造 業 132,807 △ 1.8 123,746 △ 4.2 119,299 △2.1 4,447 9,061 1,164 4.7

情 報 通 信 業 144,465 0.5 136,361 1.0 133,136 2.8 3,225 8,104 1,229 6.7

運 輸 業 , 郵 便 業 122,057 9.8 119,957 9.4 115,519 10.9 4,438 2,100 1,228 3.2

卸 売 業 ， 小 売 業 116,529 1.7 114,020 2.2 111,209 2.3 2,811 2,509 1,152 2.7

医 療 ， 福 祉 129,580 13.6 122,432 13.8 118,915 12.4 3,517 7,148 1,388 3.7

(事業所規模30人以上)

　きまって支給する 特別に支

  給   与 所 定 内 所 定 外 払われた

前年比 前年比 給  与 前年比 給  与 給   与 前年比

一 般 労 働 者 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

調 査 産 業 計 424,989 3.1 335,852 3.2 310,891 4.5 24,961 89,137

建 設 業 479,131 △ 2.4 371,755 △ 2.1 348,599 0.9 23,156 107,376

製 造 業 423,775 2.4 323,546 2.2 296,868 2.4 26,678 100,229

情 報 通 信 業 490,063 △ 3.8 389,907 △ 1.3 359,871 △0.6 30,036 100,156

運 輸 業 , 郵 便 業 372,814 △ 9.6 329,707 △ 1.8 282,934 △0.4 46,773 43,107

卸 売 業 ， 小 売 業 401,400 5.1 324,130 5.9 300,430 7.7 23,700 77,270

医 療 ， 福 祉 426,488 7.4 349,233 8.1 325,103 6.7 24,130 77,255

パートタイム労働者 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円 円 ％

調 査 産 業 計 123,304 1.2 118,304 1.1 114,375 1.6 3,929 5,000 1,247 5.5

建 設 業 174,413 △ 2.5 153,658 3.0 151,038 4.7 2,620 20,755 1,406 3.1

製 造 業 148,528 △ 0.9 138,855 △ 2.5 131,838 0.0 7,017 9,673 1,187 5.5

情 報 通 信 業 159,110 4.5 148,487 4.8 144,646 6.6 3,841 10,623 1,247 9.3

運 輸 業 , 郵 便 業 105,586 1.4 104,976 1.7 100,496 4.6 4,480 610 1,123 3.5

卸 売 業 ， 小 売 業 126,657 △ 2.7 123,705 △ 1.8 120,974 △1.5 2,731 2,952 1,170 5.3

医 療 ， 福 祉 151,741 11.5 142,887 12.3 137,208 9.1 5,679 8,854 1,501 1.4

注 )　時間当たり給与は、所定内給与を所定内労働時間で除して算出している。

産      業
時間当たり給与現金給与総額

産      業
時間当たり給与現金給与総額

１ 賃金の動き 

令和６年の規模５人以上の一人平均月間現金給与総額は調査産業計で316,956円、前年比は2.0％の上昇（規模 

30人以上は調査産業計で350,573円、前年比は1.2％の上昇）となりました。 

きまって支給する給与を産業別でみると、「卸売業,小売業（6.2％）」が上昇、「運輸業,郵便業（△13.6％）」

が低下となりました。また、所定内給与は 243,341 円、前年比は2.6％の上昇、所定外給与は16,018 円、特別に支       

払われた給与は57,597円となりました。 
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産      業   所 定 内 労 働   所 定 外 労 働 出勤日数
指数 前年比 　時　　間 指数 前年比 　時　　間 指数 前年比 前年差

(事業所規模５人以上 ) 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 139.4 99.4 △1.3 130.5 98.6 △ 0.4 8.9 111.5 △12.7 18.2 0.0

建 設 業 161.1 93.4 △1.8 152.5 94.9 1.7 8.6 73.3 △38.5 19.9 0.3

製 造 業 152.6 100.0 △0.7 142.8 99.9 △ 0.4 9.8 101.3 △ 5.9 18.8 0.0

情 報 通 信 業 156.6 101.3 △1.8 144.0 104.8 0.0 12.6 72.7 △18.8 18.8 0.2

運 輸 業 , 郵 便 業 159.4 102.3 △6.5 137.7 99.0 △ 4.5 21.7 130.2 △17.2 18.8 △0.7

卸 売 業 ， 小 売 業 132.4 96.9 △0.2 125.1 96.2 0.4 7.3 107.9 △ 9.3 18.4 0.2

医 療 ， 福 祉 136.5 98.5 3.0 131.0 97.6 2.6 5.5 126.8 11.4 18.1 0.0

(事業所規模30人以上 ) 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 144.1 99.8 △2.5 133.8 98.8 △ 2.0 10.3 114.9 △ 8.4 18.4 △0.1

建 設 業 156.4 87.5 △5.7 146.2 90.1 △ 4.0 10.2 62.1 △24.3 19.0 △0.7

製 造 業 155.3 100.4 0.0 144.5 100.4 0.2 10.8 100.5 △ 2.7 18.8 0.0

情 報 通 信 業 157.5 97.1 △1.5 144.2 101.2 △ 0.9 13.3 67.5 △ 7.0 18.6 △0.1

運 輸 業 , 郵 便 業 156.0 96.8 △5.4 132.2 95.1 △ 5.4 23.8 108.3 △ 4.5 18.4 △0.2

卸 売 業 ， 小 売 業 130.5 101.6 △3.7 122.5 99.2 △ 2.8 8.0 163.1 △14.6 18.9 0.0

医 療 ， 福 祉 141.2 95.8 △0.6 134.5 94.4 △ 1.7 6.7 133.2 23.1 18.4 △0.1

表２　常用労働者の一人平均月間労働時間及び出勤日数

総実労働時間

参考２  就業形態別集計結果

(事業所規模５人以上)

産      業  所 定 内 労 働  所 定 外 労 働 出勤日数

前年比  時 間 前年比  時 間 前年比 前年差

一 般 労 働 者 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 161.4 △1.3 149.7 △0.3 11.7 △12.0 19.5 △0.1

建 設 業 164.0 △1.8 155.1 1.7 8.9 △38.4 20.1 0.3

製 造 業 159.3 0.0 148.5 0.4 10.8 △4.4 19.1 0.1

情 報 通 信 業 162.4 △1.5 148.7 0.4 13.7 △17.8 19.1 0.2

運 輸 業 , 郵 便 業 182.5 △3.3 154.1 △2.1 28.4 △9.2 20.1 △0.5

卸 売 業 ， 小 売 業 166.0 1.0 154.0 1.6 12.0 △6.7 19.8 △0.1

医 療 ， 福 祉 156.5 1.4 149.5 1.1 7.0 8.6 19.5 0.0

パートタイム労働者 時間 % 時間 % 時間 % 日 日

調 査 産 業 計 89.4 0.8 86.9 1.3 2.5 △12.5 15.3 0.3

建 設 業 109.9 △0.3 107.0 1.6 2.9 △40.5 16.8 0.2

製 造 業 105.3 △6.9 102.5 △6.1 2.8 △30.1 16.8 △0.8

情 報 通 信 業 112.6 △5.4 108.3 △4.0 4.3 △30.6 16.4 0.4

運 輸 業 , 郵 便 業 98.0 3.9 94.1 5.8 3.9 △28.2 15.3 0.5

卸 売 業 ， 小 売 業 99.2 △1.0 96.5 △0.5 2.7 △15.6 17.0 0.7

医 療 ， 福 祉 87.4 9.0 85.7 8.5 1.7 35.8 14.6 △0.3

(事業所規模30人以上)

産      業  所 定 内 労 働  所 定 外 労 働 出勤日数

前年比  時 間 前年比  時 間 前年比 前年差

一 般 労 働 者 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 160.3 △1.2 147.6 △0.8 12.7 △5.8 19.2 △0.1

建 設 業 157.8 △6.1 147.3 △4.4 10.5 △24.5 19.0 △0.8

製 造 業 159.3 0.3 147.8 0.5 11.5 △1.9 18.9 0.0

情 報 通 信 業 162.1 △1.5 147.8 △1.0 14.3 △6.5 18.9 △0.1

運 輸 業 , 郵 便 業 186.3 0.8 153.0 △0.9 33.3 9.9 20.0 0.3

卸 売 業 ， 小 売 業 164.8 △0.8 149.9 0.8 14.9 △13.3 19.2 △0.1

医 療 ， 福 祉 155.3 1.3 147.4 0.3 7.9 23.3 19.5 0.0

パートタイム労働者 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 94.8 △4.1 91.7 △3.4 3.1 △20.6 16.2 0.3

建 設 業 108.9 △1.4 107.4 △0.2 1.5 △47.5 17.9 0.4

製 造 業 115.4 △5.6 111.1 △4.6 4.3 △25.2 17.5 △0.8

情 報 通 信 業 121.3 △3.6 116.0 △2.4 5.3 △24.2 16.3 0.2

運 輸 業 , 郵 便 業 93.7 △1.2 89.5 1.2 4.2 △33.7 15.1 0.4

卸 売 業 ， 小 売 業 106.6 △7.2 103.4 △6.7 3.2 △21.7 18.8 0.1

医 療 ， 福 祉 94.1 9.5 91.4 7.0 2.7 357.4 14.9 1.1

総実労働時間

総実労働時間

２ 労働時間の動き 

令和６年の規模５人以上の一人平均月間総実労働時間は調査産業計で 139.4 時間、前年比は 1.3％の低下（規

模30人以上は調査産業計で144.1時間、前年比は2.5％の低下）となりました。 

このうち、所定内労働時間は 130.5 時間、前年比は 0.4％の低下となり、所定外労働時間は 8.9 時間、前年比

は12.7％の低下となりました。所定外労働時間を産業別でみると、「医療,福祉（11.4％）」が上昇、「建設業（△

38.5％）」が低下となりました。 
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指数 前年比 前年差 前年差 前年差

(事業所規模5人以上) 人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

調 査 産 業 計 775,466 104.8 2.0 30.6 0.8 1.70 △0.12 1.61 △0.11

建 設 業 38,623 106.2 0.3 5.3 0.0 0.87 0.06 0.74 △0.04

製 造 業 194,576 105.8 2.4 12.4 0.1 1.01 △0.10 1.04 △0.06

情 報 通 信 業 10,482 105.8 1.1 11.6 0.3 1.81 0.20 1.35 △0.27

運 輸 業 , 郵 便 業 36,145 94.1 △ 0.8 27.4 8.1 1.53 0.22 1.47 0.29

卸 売 業 ， 小 売 業 131,694 100.8 2.5 50.3 0.9 1.80 △0.13 1.59 △0.12

医 療 ， 福 祉 134,129 105.5 0.9 29.1 △ 0.3 1.58 0.12 1.46 △0.01

(事業所規模30人以上) 人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

調 査 産 業 計 447,916 102.7 0.4 24.7 1.9 1.71 0.23 1.66 0.19

建 設 業 11,287 100.7 △ 1.2 2.7 △0.9 0.95 △0.01 1.00 0.13

製 造 業 155,547 107.5 0.6 8.8 △0.4 0.99 0.13 0.94 0.09

情 報 通 信 業 8,068 110.6 2.7 11.2 △1.0 1.42 0.16 1.07 △0.05

運 輸 業 , 郵 便 業 23,831 95.8 △ 0.6 32.9 10.7 1.59 0.12 1.40 △0.03

卸 売 業 ， 小 売 業 52,201 94.0 0.4 58.9 △0.8 1.76 0.44 1.69 0.19

医 療 ， 福 祉 87,589 103.4 0.2 23.2 6.4 1.44 0.08 1.40 0.01
 注)　パートタイム労働者比率とは、常用労働者に占めるパートタイム労働者の割合（％）のことである。　　　

 　　 入職（離職）率とは、前月末労働者数に対する月間の入職（離職）者の割合（％）のことである。

　　 入職（離職）率の前年差は、対前年同月差のことである。

表３　常 用 労 働 者 数 及 び 労 働 異 動 率

産      業
常用労働者数 ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者比率 入  職  率 離  職  率

参考３  就業形態別集計結果

(事業所規模５人以上)

　　 常用労働者数 　　 入  職  率 　　 離  職  率

前年比 前年差 前年差

一 般 労 働 者 人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

調 査 産 業 計 537,915 1.8 1.31 0.10 1.31 0.10

建 設 業 36,584 0.2 0.89 0.25 0.75 0.00

製 造 業 170,407 3.6 0.89 0.06 0.92 0.08

情 報 通 信 業 9,266 0.6 1.91 0.45 1.40 △0.15

運 輸 業 , 郵 便 業 26,240 △11.7 1.00 △0.28 1.34 0.24

卸 売 業 ， 小 売 業 65,412 △3.0 1.17 △0.31 1.00 △0.18

医 療 ， 福 祉 95,159 2.0 1.17 △0.21 1.24 △0.23

パートタイム労働者 人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

調 査 産 業 計 237,551 2.1 2.59 △0.61 2.30 △0.59

建 設 業 2,039 3.7 0.58 △3.30 0.63 △0.65

製 造 業 24,169 △5.8 1.84 △1.03 1.89 △0.83

情 報 通 信 業 1,216 6.9 1.12 △1.69 0.92 △1.12

運 輸 業 , 郵 便 業 9,905 46.8 2.90 1.43 1.82 0.34

卸 売 業 ， 小 売 業 66,282 9.1 2.44 0.02 2.19 △0.10

医 療 ， 福 祉 38,970 △1.8 2.56 0.89 2.03 0.54

(事業所規模30人以上)

　　 常用労働者数 　　 入  職  率 　　 離  職  率

前年比 前年差 前年差

一 般 労 働 者 人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

調 査 産 業 計 337,327 △1.7 1.42 0.23 1.44 0.26

建 設 業 10,986 △0.5 0.97 0.08 0.97 0.09

製 造 業 141,806 2.2 0.90 0.12 0.87 0.11

情 報 通 信 業 7,168 3.6 1.42 0.17 1.04 △0.03

運 輸 業 , 郵 便 業 15,997 △14.8 1.05 △0.44 1.43 0.01

卸 売 業 ， 小 売 業 21,452 △0.8 1.59 0.11 1.23 △0.21

医 療 ， 福 祉 67,301 △7.8 1.12 △0.29 1.25 △0.16

パートタイム労働者 人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

調 査 産 業 計 110,589 7.0 2.61 0.17 2.32 △0.10

建 設 業 301 △22.0 0.45 △2.62 1.99 1.15

製 造 業 13,741 △14.2 1.91 0.36 1.70 0.12

情 報 通 信 業 900 △4.0 1.53 0.10 1.26 △0.11

運 輸 業 , 郵 便 業 7,834 50.5 2.79 1.33 1.26 △0.17

卸 売 業 ， 小 売 業 30,749 1.1 1.89 0.67 2.00 0.47

医 療 ， 福 祉 20,288 40.9 2.58 1.41 1.89 0.59

産      業

産      業

３ 雇用の動き 

令和６年の規模５人以上の月平均常用労働者数は調査産業計775,466人、前年比は2.0％の上昇（規模30人以上 

は調査産業計で447,916人、前年比は0.4％の上昇）となりました。 

常用労働者数を産業別でみると、「卸売業,小売業（2.5％）」が上昇、「運輸業,郵便業（△0.8％）」が低下と 

なりました。また、調査産業計の労働異動率をみると、入職率は1.70％、離職率は1.61％となりました。 
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統   計   表 

 



年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業,郵便業 卸売業,小売業 医療,福祉

令和５年 102.9 115.9 102.0 90.4 120.9 99.7 99.7

令和６年 106.4 112.3 107.3 96.0 99.8 106.4 103.9

前年比 2.0 △ 3.4 3.0 5.0 △ 17.2 8.1 4.1

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業,郵便業 卸売業,小売業 医療,福祉

令和５年 102.5 111.5 99.3 94.9 124.1 100.8 101.5

令和６年 105.1 111.7 103.0 99.0 106.3 105.7 106.1

前年比 1.5 △ 0.1 2.0 3.6 △ 13.6 6.2 4.4

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業,郵便業 卸売業,小売業 医療,福祉

令和５年 95.3 107.3 94.4 83.7 111.9 92.3 92.3

令和６年 95.3 100.5 96.1 85.9 89.3 95.3 93.0

前年比 △ 1.3 △ 6.7 △ 0.4 1.5 △ 20.0 4.6 0.6

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業,郵便業 卸売業,小売業 医療,福祉

令和５年 100.0 95.0 100.2 103.2 109.8 97.2 95.4

令和６年 99.4 93.4 100.0 101.3 102.3 96.9 98.5

前年比 △ 1.3 △ 1.8 △ 0.7 △ 1.8 △ 6.5 △ 0.2 3.0

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業,郵便業 卸売業,小売業 医療,福祉

令和５年 126.6 117.7 104.5 89.8 158.4 117.2 113.8

令和６年 111.5 73.3 101.3 72.7 130.2 107.9 126.8

前年比 △ 12.7 △ 38.5 △ 5.9 △ 18.8 △ 17.2 △ 9.3 11.4

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業,郵便業 卸売業,小売業 医療,福祉

令和５年 102.7 105.9 103.3 104.6 94.9 98.3 104.6

令和６年 104.8 106.2 105.8 105.8 94.1 100.8 105.5

前年比 2.0 0.3 2.4 1.1 △ 0.8 2.5 0.9

第５表　 産 業 大 分 類 別 労 働 時 間 指 数  （所定外労働時間）

第６表　   産 業 大 分 類 別 常 用 雇 用 指 数

統　　計　　表
(令和６年平均：５人以上、R2=100)

第１表　 産 業 大 分 類 別 賃 金 指 数  （現金給与総額）

第２表　 産 業 大 分 類 別 賃 金 指 数  （きまって支給する給与）

第３表　 産 業 大 分 類 別 実 質 賃 金 指 数  （現金給与総額）

 第４表　 産 業 大 分 類 別 労 働 時 間 指 数 （総実労働時間）

６



年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業,郵便業 卸売業,小売業 医療,福祉

令和５年 102.8 107.4 100.7 87.8 123.6 108.8 100.0

令和６年 104.6 107.8 105.1 85.4 101.6 110.2 101.6

前年比 1.2 △ 1.8 2.6 △ 2.7 △ 17.3 3.3 2.4

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業,郵便業 卸売業,小売業 医療,福祉

令和５年 101.6 108.4 97.4 91.4 118.1 107.3 101.3

令和６年 103.5 108.5 101.0 91.0 106.0 109.5 104.4

前年比 1.5 △ 1.5 2.1 △ 0.3 △ 9.9 3.8 3.9

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業,郵便業 卸売業,小売業 医療,福祉

令和５年 95.2 99.4 93.2 81.3 114.4 100.7 92.6

令和６年 93.6 96.5 94.1 76.5 91.0 98.7 91.0

前年比 △ 2.2 △ 5.1 △ 0.7 △ 5.9 △ 20.0 △ 0.1 △ 1.0

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業,郵便業 卸売業,小売業 医療,福祉

令和５年 102.0 92.3 100.0 98.6 102.2 106.0 96.6

令和６年 99.8 87.5 100.4 97.1 96.8 101.6 95.8

前年比 △ 2.5 △ 5.7 0.0 △ 1.5 △ 5.4 △ 3.7 △ 0.6

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業,郵便業 卸売業,小売業 医療,福祉

令和５年 124.6 79.5 100.9 72.4 113.4 192.2 108.7

令和６年 114.9 62.1 100.5 67.5 108.3 163.1 133.2

前年比 △ 8.4 △ 24.3 △ 2.7 △ 7.0 △ 4.5 △ 14.6 23.1

年 調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業,郵便業 卸売業,小売業 医療,福祉

令和５年 102.3 101.9 106.9 107.7 96.4 93.6 103.2

令和６年 102.7 100.7 107.5 110.6 95.8 94.0 103.4

前年比 0.4 △ 1.2 0.6 2.7 △ 0.6 0.4 0.2

 第10表　 産 業 大 分 類 別 労 働 時 間 指 数 （総実労働時間）

第11表　 産 業 大 分 類 別 労 働 時 間 指 数  （所定外労働時間）

第12表　   産 業 大 分 類 別 常 用 雇 用 指 数

統　　計　　表
(令和６年平均：30人以上、R2=100)

第７表　 産 業 大 分 類 別 賃 金 指 数  （現金給与総額）

第８表　 産 業 大 分 類 別 賃 金 指 数  （きまって支給する給与）

第９表　 産 業 大 分 類 別 実 質 賃 金 指 数  （現金給与総額）
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 毎月勤労統計調査地方調査の概要 
 

１ 調査の目的 
  この調査は、統計法に基づく基幹統計であって、雇用、給与及び労働時間について、毎月長野県 

における変動を明らかにすることを目的としています。 
 
２ 調査の対象 
  この調査は、日本標準産業分類にいう鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガ 

ス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸売業，小売業、金融業，保険業、不動産 
業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス 
業，娯楽業、教育，学習支援業、医療，福祉、複合サービス業、サービス業（他に分類されないも 
の）に属し、常時５人以上の常用労働者を雇用する事業所の中から抽出した約 860 の事業所につい 
て行っています。 
 

３ 調査事項の定義 
 ア 賃金 
   「現金給与額」とは、賃金、給与、手当、賞与等、労働の対償として使用者が労働者に通貨で 

支払われるもので、所得税、社会保険料、組合費、貯金等を差引く前の金額です。 
   現金給与総額    きまって支給する給与    所定内給与 
                            所定外給与 

              特別に支払われた給与    賞与等 
 イ 労働時間   
   「実労働時間数」及び「出勤日数」とは、労働者が実際に労働した時間数及び実際に出勤した 

日数です。休憩時間は給与支給の有無にかかわらず除かれます。有給休暇取得分も除かれます。 
  出勤日数    実労働時間   所定内労働時間数 

                   所定外労働時間数 
 ウ 雇用 

 「常用労働者」とは、期間を定めずに、又は１か月以上の期間を定めて雇われている者です。 
   「パートタイム労働者」とは、常用労働者のうち、１日の所定労働時間が一般の労働者より短 

い者又は１日の所定労働時間が一般の労働者と同じで１週の所定労働日数が一般の労働者より少 
ない労働者のことです。 

「一般労働者」とは、常用労働者のうち、パートタイム労働者でない者のことです。 
   常用労働者数    一般労働者数(増加数・減少数) 
              パートタイム労働者数(増加数・減少数) 
 
４ 調査結果の算定 
  この結果は、調査事業所からの報告をもとにして従業者規模５人以上の県内全ての事業所に対応 

するよう復元された数値です。 

 

利用上の留意点 
 

１ 基準時更新 
賃金、労働時間、雇用の各指数は、基準年の年平均を 100 として計算しており、令和４年１月 

分から基準年を 2015 年から 2020 年に変更しました。 
 これに伴い、令和３年 12 月分までの指数を改訂しますが、実質賃金指数を除き増減率の遡及 
改訂はしません。 

 
２ 常用雇用指数等の指数改訂 

 令和３年経済センサス‐活動調査の結果を新しい労働者数推計の基準値とすること（ベンチマ 
ーク更新）に伴い、常用雇用指数とその増減率は、過去に遡って改訂が行われたところです。それ
に伴い、基準年（令和２年平均）の常用雇用指数が 100 となるように、令和６年４月調査より、常
用雇用指数を過去に遡って改訂しています。また、令和６年１月から令和６年３月までの伸び率に
ついても、改定後の指数で再計算しています。 

  なお、賃金及び労働時間の指数とその増減率は、遡及改訂はしません。 
 
３ ベンチマーク更新に伴う令和６年１月調査以降の公表方法の変更について 

令和６年１月分調査において行ったベンチマーク更新の影響を取り除くため、令和６年（１月 
分調査以降）の賃金・労働時間等の前年同月比等については、令和５年１月にベンチマーク更新 
を行ったとした参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することにより作成していま
す。そのため、指数から算出した場合と一致しません。 

なお、算出に使用した参考値については『統計ステーションながの』に掲載しています。 


